


 

 

地籍図･複図作成･面積測定・閲覧 

業務委託（その３） 仕 様 書 

 

（適用範囲） 

第１条  この仕様書は、三原市（以下｢発注者｣という。）が委託する地籍図・複図作成・面積測定・閲

覧業務に適用し、工程は次の通りとする。 

 (１) 地籍図原図作成 

（２）面積測定 

（３）地籍簿案の作成・閲覧・申出に係る修正 

（４）地籍図複図作成  

 

（業務区域及び諸元） 

第２条 業務区域及び諸元は次の通りとする。 

 

区  域 三原市久井町吉田 

計 画 区 ２０２４３４２０４０５ ２０２４３４２０４０６ 

面  積 ０．０４ｋ㎡ ０．１２ｋ㎡ 

調査前筆数 １５４筆 ６５筆 

原図枚数   ３枚  ３枚 

縮  尺 １/５００ １/１０００ 

精  度 甲３ 乙１ 

 

（業務期間） 

第３条  受託者の業務期間は、契約締結の翌日から令和８年２月２０日までとする。 

 

（提供資料） 

第４条 発注者が貸与する資料は次の通りとする。 

（１） 地籍図根三角点網図、地籍図根三角点成果簿及び磁気記録 

（２） 地籍図根細部点網図、地籍図根細部点成果簿及び磁気記録 

（３） 数値図根点配置図、数値図根点成果簿及び磁気記録 

（４） 筆界点成果簿及び磁気記録 

（５） 地籍調査図 

（６） 地籍調査票 

（７） その他業務に必要なもの 

 

 

 



 

 

（作業実施） 

第５条 受託者は、国土調査法（昭和26年法律第180号。以下「法」という。）、国土調査法施行令（昭

和27年政令第59号）、地籍調査作業規程準則（昭和32年総理府令第71号）、 地籍調査作業規程準則運

用基準（平成14年3月14日付け国土国第590号国土交通省土地・ 水資源局長通知。以下「運用基準」と

いう。）地籍図の様式を定める総理府令（昭和61年総理府令第54号）、「地籍調査成果の数値情報化実

施要領」（平成14年3月14日付け国土国第594号国土交通省土地・水資源局国土調査課長通知）、「数値

地籍情報の記録形式等について」（平成14年3月14日付け国土国第595号国土交通省土地・水資源局国土

調査課長通知）及びこれに伴う関係通達（以下「通達等」という。）、地籍調査成果電子納品要領（平

成17年4月6日付け国土国第12号）、広島県地籍調査作業要領によるもののほかこの仕様書により実施す

ること。 

 

（作業計画等の作成） 

第６条 受託者は、作業工程表を作成し提出すること。 

   なお、変更が生じた場合は速やかに報告すること。 

 

（地籍図作成） 

第７条  地籍図は、新図郭割により作成する。 

２ 原図の用紙は、ポリエステルフィルム♯３００とし、地籍図原図１部・複図２部作成する。 

３ 筆界点番号図は、紙ベースでも可とする。 

 

（面積測定） 

第８条 現地座標法により求積し、地籍調査作業規程準則８６条により点検すること。 

 

（地籍簿案の作成） 

第９条 面積測定の結果に基づき、面積を発注者のコンピュータに入力すること。 

２ 業務期間においての土地の異動を把握するため、地籍簿案作成の前に上記により照合したデータに

ついて、再度登記簿と照合すること。また、業務期間内における土地の分合筆等の異動事項については、

登記簿と照合確認し、発注者と十分協議のうえ入力すること。 

 

（閲覧） 

第10条 国土調査法第17条により公告された閲覧期間について、地籍簿案の作成担当者を従事させるこ

と。 

２ 閲覧に関する作業は、受託者が行い、閲覧通知文の作成及び発送は発注者が行う。 

（地籍図・地籍簿案の修正） 

第11条 閲覧期間内において土地所有者より誤り訂正の申し出があった場合、受託者は、発注者がその

申出にかかる事実があると認めたときは、遅滞なく、当該地籍図及び地籍簿案を修正すること。 

 

 

 

 



 

 

 

（成果品） 

第12条  成果品は、下記のとおりとする。 

１．地籍図一覧 

２．地籍図（原図） 

３．筆界点番号図 

４．面積成果簿 

５．精度管理表 

６．調査結果閲覧表（本閲覧） 

７．誤り訂正処理簿 

８．地籍簿 

９．地籍図複図（２冊） 

１０．集計表（地目別、小字別、縮尺別） 紙媒体 

１１. 成果簿（地積測定成果簿）紙媒体 

１２.観測計算書簿（地積測定観測計算書、外周面積計算書）紙媒体 

１３．CD-R（正・副） 

    地籍図一覧・面積成果簿・精度管理表・筆界点座標値等の記録・計算書簿 

１４．閲覧図（本閲覧） 

１５．委任状綴り（本閲覧） 

１６．土地登記簿の写し（本閲覧前） 

 

（検査） 

第13条  発注者の行う検査は、原則として納品検査と一体的に行う。ただし、数工程を合わせて発注し

た場合においては、それぞれの工程毎に検査を行う。 

２  発注者並びに県の行う検査において、不合格のものは受託者の責任において速やかに訂正すること。 

 

（その他） 

第 14 条 受託者は、この受託事業処理によって知り得た情報を厳重に保管し、一切外部に漏らして

はならない。 

２ 本仕様書及び、業務実施中に疑義が生じたとき、または詳細について不明な点は、係員と協議し

て決定すること。 

３ 地籍調査管理技術者又は地籍主任調査員である者が2名以上おり、管理技術者及び照査技術者として配

置できること。 

４ 登記完了まで、発注者と受託者両者で協議を行い対応すること。 





広島県三原市　３４２０４20243420405

別紙様式　A-1

都道 市町
府県 村他

区　分 1/250 1/500 1/1000 1/2500 1/5000 ☆ 傾斜 平坦 緩傾 中傾 急２

調査前 3.8 2／ 0.04

○ ○ 整　不 倍
（Ｅ，Ｈ） 条件 　　 整

甲１ 甲２ 甲３ 乙１ 乙２ 乙３ 視通 農Ⅰ 農Ⅱ 山Ⅱ 市Ⅰ 市Ⅱ 形　形
㎞

○ ○ ○
(F,G) 条件

＊本体に含む

地籍調査事業費算定簿（A-1）　「地上法」 実　施　機　関　名 県ｺｰﾄﾞ 市町村ｺｰﾄﾞ 計画区ｺｰﾄﾞ

広島 三原 3 4 2　０ 4 20243420405

№ 計　画　区　名 計画区面積 計画区総筆数 一筆平均面積 急１ 急峻 筆の 周長2／面積

久井町吉田
の一部

ｋ㎡ 筆 ㎡
縮尺

形状

５ 0.04 154 260 361.0
ⅠⅡⅢⅣ

計画区ｺｰﾄﾞ 計画区着手年度
調査後 筆 ㎡

山Ⅰ 計画区からの距離

年度
精度

21
20243420405 6 147 272

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

実施は○ 工程略称 面積 特 記 事 項
(k㎡) (特記係数の内容等)

Ｃ 伐採無し

Ｄ

ＦⅠ

ＦⅡの一部

○
ＦⅡ
の一
部

本体 0.04

○ 原図 3枚

○ Ｇ 0.04

Ｅ

直営

外注

杭代

Ｈ

直営 0

○ 外注 0.04 0

○ 閲覧 0.04

○ 複図 (補正値） 第1表



広島県三原市　３４２０４20243420406

別紙様式　A-1

都道 市町
府県 村他

区　分 1/250 1/500 1/1000 1/2500 1/5000 ☆ 傾斜 平坦 緩傾 中傾 急２

調査前 3.2 2／ 0.12

○ ○ 整　不 倍
（Ｅ，Ｈ） 条件 　　 整

甲１ 甲２ 甲３ 乙１ 乙２ 乙３ 視通 農Ⅰ 農Ⅱ 山Ⅱ 市Ⅰ 市Ⅱ 形　形
㎞

○ ○
(F,G) 条件

＊本体に含む

地籍調査事業費算定簿（A-1）　「地上法」 実　施　機　関　名 県ｺｰﾄﾞ 市町村ｺｰﾄﾞ 計画区ｺｰﾄﾞ

広島 三原 3 4 2　０ 4 20243420406

№ 計　画　区　名 計画区面積 計画区総筆数 一筆平均面積 急１ 急峻 筆の 周長2／面積

久井町吉田
の一部

ｋ㎡ 筆 ㎡
縮尺

形状

6 0.12 65 1,846 85.3
ⅠⅡⅢⅣ

計画区ｺｰﾄﾞ 計画区着手年度
調査後 筆 ㎡

山Ⅰ 計画区からの距離

年度
精度

21
20243420406 6 56 2,143 ○

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

実施は○ 工程略称 面積 特 記 事 項
(k㎡) (特記係数の内容等)

Ｃ 伐採無し

Ｄ

ＦⅠ

ＦⅡの一部

○
ＦⅡ
の一
部

本体 0.12

○ 原図 3枚

○ Ｇ 0.12

Ｅ

直営

外注

杭代

Ｈ

直営 0

○ 外注 0.12 0

○ 閲覧 0.12

○ 複図 (補正値）

第1表








